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まとめ

前文
最近、地球温暖化やECOなど環境問題に関する情報が目や耳に入るようになった。それほど環境問題が悪化していることや人々が環境に興味を示していると考えられる。

産業革命以降になると、産業や交通の発達により工場や発電所、自動車から二酸化炭素を含んだ排気ガスがでるようになった。それにより自然生態系への影響や異常気象が多発し多くの被害が生じている。今後更なる被害を防ぐために対策措置がなされた。
1997年の地球温暖化防止会議で採択された京都議定書が、2005年2月正式に発効されたのである。発効に伴い批准国190カ国地域が同議定書の規定する義務を履行しなければならなくなった。

また京都議定書の発効により排出権制度を取り入れる国が増え、それは企業にとっても例外ではないといえる。企業も地球環境の問題に対応することが迫られているからだ。そのため地球環境保全への取り組みが地球市民としての企業の存続に必要となり、地球環境の問題への対応が企業の経営成績および財政状態に影響を及ぼすようになってきているのである。
企業は排出権制度を実施することによってあまり有効利用されていない温室効果ガスの排出を抑えることができ、その温室効果ガスを売却することによって当企業の利益につながる。同時に環境保全としても役立つのだ。
具体的にはEUで京都議定書での削減目標を達成するために独自のEU域内排出量取引制度(EU-ETS)をスタートさせ、世界から最も注目されている。先行した大規模制度であるだけに経験や教訓をもたらす実験場であり、取引が活発であるため排出権価格が京都議定書のもとでの市場における指標となっているからだ。
また日本でも温室効果ガスの削減に努めるべく、削減分のうち1.6%を排出量取引などでまかなう計画である。だが排出量取引制度の導入にめぐっては排出上限枠の割り当てに反対している経済界や経済産業省と、積極的な環境省が対立していた。EU市場が価格決定力を持つ現状では相場が高騰すれば日本は大きな国民負担を強いられ、5年間で1兆2000億円の負担という試算もある。そこで日本もポスト京都議定書というのもあり確実に削減目標を達成しなければならなく、また排出量制度の基礎知識を知るためにも国内排出量取引制度の試行が開始されたのだ。
今後排出量制度は市場と環境問題の調和がとれるものと考える。以上より、実際に取引価格として表されている排出権との関係から環境問題と経済市場が比例関係にあるという考えを述べていく。

1章地球温暖化

1-1現在の地球温暖化状況

二酸化炭素は、地上から放射する赤外線を溜め込んで地球全体を温室のようにしてしまう。この現象を温室効果という
気候変動に関する政府間パネル*(IPCC)第3次評価報告書では
①20世紀の100年間に地球の平均地上気温は0.6±0.2℃上昇し、平均海面水位は10～20cm上昇した。

②積雪面積の減少、氷河の後退、一部地域におけるかんばつの発現頻度の増加、**エルニーニョ現象の頻度、持続期間及び強度の増大など地球温暖化に伴う影響が顕在化している。
③大気中の二酸化炭素(CO2)濃度は、1750年以降31％増加した。現在の二酸化炭素濃度の増加率は、少なくとも過去2万年間で例のない高い値である。
④最近50年間に観測された温暖化の大部分は、温室効果ガス濃度の増加によるものであった（人間活動に起因する）可能性が高い。
⑤地球の平均地上気温は、1990年から2100年までの間に1.4～5.8度上昇すると予測される。
⑥この先100年間は、エルニーニョ現象の強度はほとんど変わらないか小さな増加に止まると見込まれる。だが地球温暖化でより極端な乾燥や大雨が増加し、様々な地域でエルニーニョ現象によって生じるかんばつや洪水などの危険性が増加する可能性が高い。
⑦地球の平均海面水位は1990年から2100年までの間に9～88ｃｍ上昇すると予測される。
というように地球が今までに経験したことのないスピードで平均気温は上昇し、20世紀は過去1000年のどの世紀にも見られないほど急激であり、いかに異常であるかがわかる。

まさに20世紀は世界的に地球温暖化が進んだ世紀であるといえるのだ。


*IPCC（Intergovermental　Panel　Climate　Change）：気候変動に関する政府間パネル。人間の活動拡大によって怒った大気の循環変化が気候・食糧・エネルギー・水資源などに重大な影響を及ぼしているという共通認識のもとに、各国政府が集まり国際的な取り組みを検討する会議）
**エルニィーニョ現象：数年に一度の頻度で西部太平洋熱帯域から東部太平洋熱帯域にかけて広い領域で大気と海洋が連動して発生する気候変動
1-2京都議定書ができる前
1972年6月スウェーデンの首都ストックホルムで国連人間環境会議（ストックホルム会議）が開催された。これは国連として地球規模の環境問題全般について初めて取り組んだ会議だ。”かけがえのない地球（Only One Earth）”をスローガンとし、先進工業国における環境問題について経済成長から環境保護への転換が求められた。また、開発途上国における環境問題については開発の推進と援助の増強が重要であることを明らかにした。地球をまもるために世界中の人々が協力しあうように呼びかけ「人間環境宣言」を発表し、かけがえのない地球を守るための「行動計画」が決定された。その後これらを実施するために国連機構の中で、環境問題を専門的に扱う「国連環境計画」（UNEP）が設立されたのである。

2回目は1992年6月3日から14日まで、ブラジルのリオデジャネイロで環境と開発に関する国連会議：UNCED（地球サミット）が開催した。この会議には、国連に加盟しているほぼ全ての国、約180ヶ国が参加した歴史的な会議である。地球サミットでは、温暖化防止のため気候変動枠組条約・生物多様性条約への署名が始まるとともに環境と開発に関するリオ宣言、アジェンダ２１、森林原則声明が合意された。これらの文書は、いずれも持続可能な開発に向けて地球環境の保全に関する対策について国際的な合意を示すものである。
2章対策と仕組み

2-1京都議定書

そして1997年12月1日国立京都国際会議場で温暖化防止国際条約締約国会議が行われた。世界約170ヵ国からの政府代表と、今回の国際会議の特徴でもある何千人ものNGO。民間の環境団体や関連産業の企業からもこの会議に直接影響力を及ぼそうと会議場につめかけた。この会議は、日本の歴史上でもはじめての大規模なものである。各国から集まった環境団体は厳しい二酸化炭素の排出基準を条約で策締し、締約国はそれを実行するよう求めた。ここで先進国及び市場経済移行国の温室効果ガス排出の削減目的を定めた京都議定書が採択されたのである。
京都議定書の主要なポイントは…

①先進国は、全体として二酸化炭素等6種類の温室効果ガスの排出量を1990年水準に比べて2008～2012年の間に5.2％削減するという法的拘束力をもつ目標を設定。
②おもな国別削減目標は、ヨーロッパ連合（ＥＵ）が8％、日本6％とする。
③先進国および市場経済移行国間の排出権取引や共同実施、および先進国と開発途上国が協力するクリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）など、市場メカニズムを活用した排出削減措置（京都メカニズムともよばれる）を規定。
2-2市場メカニズムを活用した排出削減措置
国・企業などの主体が、別の主体による排出削減を自らの削減の達成に換算することができる仕組みであり、これにより全体の削減コスト最小化と効果の最大化を理想とするものだ。この主体間を仲立ちするのが排出権である。京都メカニズムには３つの方法がある。
1、 クリーン開発メカニズム（CDM：Clean Development Mechanism）
　CDRは先進国（投資国）が途上国（ホスト国）で温室効果ガスを削減するための事業を実施し、それにより発生する排出権を先進国が取得する仕組みである。この場合の排出権をCER（Certified Emission Reductions、認証排出削減量）と呼ぶ。CDR自体は第１約束期間に先立つ00年から開始できたことから、京都メカニズムでは最も進展している。事業に削減であるCDRの量は、自己申告や都合のいい解釈では通用しない。省エネ事業であれば「仮にCDR事業を行わなかったとするなら、同じ財を生産するとしても排出量が多かったに違いない」という説得力ある説明をしなければならない。このためCDM事業を開発したい事業はプロジェクト設計書（PDD）を作成し、認証機関に審査をしてもらったうえで国連に登録申請を行う手続きが定められている。
2、 共同実施（JI：Joint Implementation）
　先進国・経済移行国で事業を行う方法である。JIはホスト国が先進国（経済移行国含む）であるという点でCDMと異なる。具体的にはJI事業による排出削減分がホスト国の割当量から差し引かれ、投資国にERUという形で移転される。つまりJIでは、世界の総排出権量が増大しないことになるのだ。したがって、ホスト国がデータ整備など一定の条件を満たせば***UNFCCCの承認を必要とせず、当事国間の了解だけで事業を進めることができる仕組みとなっている。日本でもJI事業を実施することは可能だが、京都目標を達成できていない現状では他国へ割当量を譲渡する余裕はなく、現実的には行われていない。ホスト国としてはロシアやウクライナなどの経済移行国が中心となる。地球温暖化対策にあたり複数の国が技術、ノウハウ、資金を持ち寄り共同で対策・事業に取り組むことにより、全体として費用効果的に推進することを目的とするものである。先進国同士が共同で排出削減や吸収のプロジェクトを実施し、投資国が自国の数値目標の達成のためにその排出削減単位をクレジットとして獲得できる仕組み。京都議定書に規定される柔軟性措置の一つ。

***UNFCCC（気候変動枠組条約）：大気中の温室効果ガス濃度の安定化を究極目標とし、地球温暖化がもたらす様々な悪影響を防止するための国際枠組を定めた条約。1994年発効。
３、排出権取引（ET：Emissions Trading）

京都議定書では、先進国に対して、数値目標に応じた排出権（AAU）が割り当てられる。排出権取引（ET）は、このAAUを取引するものである。具体的には、自国内の削減対策により目標を達成した国の余剰分を、目標未達成の国との間で取引する。国に割り当てられた排出権の取引であるため、政府主導の取引が中心になる。ロシアやウクライナは05年時点で既に数値目標を達成している。これらの国からのAAU移転が想定されますが、これは“ホットエア”と言われるもので「カネで目標を達成した」と批判の的となることがあります。なぜならロシアなどの余剰排出権が削減努力ではなく、目標設定の緩さから生じているからだ。したがって取引額の全部または一部を環境貢献活動に活用することで、これを回避する仕組み（グリーン投資スキーム＝GIS）も開発されている。また、排出権取引には二つの種類がある。
・キャップ・アンド・トレード
キャップ・アンド・トレードとは、温室効果ガスの総排出量をあらかじめ設定したうえで個々の主体（国や企業）に排出枠を配分し、それぞれ割り当てられた排出枠の一部を取引するというもの。さきほど挙げた４つのメカニズムのなかでは「排出権取引」がキャップ・アンド・トレードの代表例といえる。キャップ・アンド・トレードでは、個々の企業や国は最初に排出枠を割り当てられるわけだが、その排出枠の交付方法（割り当て方）には2つの方法がある。1つは「グランドファザリング」といって、過去の排出実績をもとに排出枠を交付するやり方。もう一つは「オークション」でこれは政府が排出枠を公開入札などで販売することである。

グランドファザリングには
①最初の排出枠獲得のためのコストがかからない

②過去の実績から交付されるため獲得できる排出枠を予想しやすい
といった長所がある一方、過去の排出量把握のための行政コストがかかる。
オークションでは

①獲得機会の公平性

②透明性が確保できる
という長所があるが、最初の排出枠獲得のためにコストがかかること、どの程度排出枠を確保できるか予想が困難であることといった短所がある。どちらの方法も一長一短だが、実際にはこれらの方法を組み合わせて適用することになる。
・ベースライン アンド クレジット
排出権取引のもう1つの種類である「ベースライン・アンド・クレジット」はあるプロジェクトや事業が実施された場合、それらが実施されなかった場合に排出されたと予想される量（＝ベースライン）と比べて削減された分の排出削減量をクレジットとして認定し、取引するという方法だ。「共同実施」「クリーン開発メカニズム」はいずれもベースライン・アンド・クレジットの方式だが、大きな違いが一つある。「共同実施」は先進国間でおこなわれるものであるが、ここで得られた削減量はプロジェクトにかかわる二国間で移転されることになる。したがって、プロジェクトにかかわる二国の総排出量枠は変わらず、世界全体での排出枠にも増減はない。これに対して「クリーン開発メカニズム」は先進国が途上国でプロジェクトを実施するため、削減量は先進国の排出枠に加算される。途上国には排出枠がないのでこの場合、世界全体での排出枠が増加することになる。
2-3排出量市場規模
市場規模は2007年すでに、世界で約640億ドル（約7兆円）に達したが、2008年も5割増ペースが想定され、10兆円市場となることが見込まれている。排出量取引は、市場原理の導入によって社会全体の温暖化ガス排出抑制の動機付けを行うもの。排出量を割り当てられた範囲内に抑えた企業が余った分の枠を売り、目標の上限を超えてしまった企業は枠を買い取って排出超過分を相殺することになる。結果的に各社がコスト軽減に向けて温室効果ガス排出削減に取り組むことになるわけだ。
日本では2007年度から2012年度までの5年間の平均排出量を1990年度比6％減らすよう、京都議定書で義務付けられている。ところが逆に2006年度には1990年度比で6・2％排出増加しており、現状では都合12％の大幅削減が不可欠。各国で取り組んでいる「ポスト京都議定書」の枠組みではさらなる削減義務を課されるとの見方も強い。世界の排出量取引の中でも、京都議定書目標達成のための利用が認められているのが「クリーン開発メカニズム（CDM）」。先進国の企業が支援して途上国で温室効果ガス削減事業を実施した見返りに、その削減分を排出枠として自ら利用できるという仕組みだ。日本企業もアジア中心にＣＤＭの多くを手掛け、電力、商社の案件で130件以上が国連に承認・登録済みとされる。東京都も独自に2010年度からＣＯ2排出量取引制度導入を決定。今後も新たな動きが次々と浮上してくることになりそうだ。
取り組みの中で最もEU域内排出量取引制度は世界が注目している。先行した大規模制度であるため、経験教訓をもたらす実験場となっているからだ。また取引が活発であるため排出権価格が京都議定書のもとでの市場における指標ともなっている。
3章取り組み
3-1ＥＵ域内排出量取引制度(ＥＵ－ＥＴＳ)
　EU-ETSは2005年1月欧州連合が京都議定書で定められた削減目標を達成する手段の一つとしてスターとさせた制度である。排出量取引のなかで温室効果ガスの排出枠に上限(キャップ)を設定し、排出枠を割り当てられた企業など主体同士で取引(トレード)するキャップ＆トレードの先行事例の代表格としても知られている。原則として発電所や石油精製、製鉄などエネルギーを多く消費する施設が対象で、日系企業の一部も含まれている。これだけでEU地域のCO2排出量の約45%をカバーするとされる。第1期(2005年～2007年)ではEU全体として基準となる05年の排出量実績よりも8.3%超える上限枠を割り当てた。対象となる業績は電力や製鉄、セメントなどのエネルギーを多く消費する5業種で約1万1500社が対象となり、目標が未達成の場合にはCO21トンにつき40ユーロの罰金がかせられた。第2期(2008年～2012年)では第1期より条件が厳しくなり上限枠を-5.7%とし対象となる5業種に加え航空部門への拡大を検討している。目標未達成の場合はCO21トンにつき100ユーロの罰金がかせられるようになった。
　第1期の結果よりEU-ETSの価格は短期間で大幅な変動を経験した。市場発足直後の価格はトン当たり6ユーロ程度だったが上昇を続け、06年4月には30ユーロを超えた。しかしその後データが公表され割り当て数量が排出実績を超えていたことが判明したため、価格は大きく下落することとなったのである。その原因としては第1期で課せられた排出上限枠が緩すぎたことなどが指摘されている。こうした反省に立って第2期では排出上限枠より厳しく設定されたため08年物の価格は今のところ堅調な動きを続けている。一方初期排出量の割り当てを過去実績に基づいて決めることから、省エネ対応が遅れた施設ほど多くの枠を確保できることや、国際競争力を維持するために輸出産業の負担をより軽くし、電力などの国際競争と関係の薄い産業に過重な負担を課けるなどの課題も指摘されている。
　実際の排出実績ではEU15ヵ国における温室効果ガスの排出量は41億8000万CO2換算トン、新規加盟国(キプロス・マルタを除く8ヵ国)では７億4600万CO2換算トンとなった。ともに2002年からは増加したが、それぞれ基準年を1.7％と32.2％下回った水準であり25ヵ国では８％減となっている。またエネルギー分野での排出が増加する一方で、廃棄物や工業プロセス、農業といったエネルギー以外の分野では排出は減少している。廃棄物分野での排出量減少は、廃棄物政策の促進に伴って固形廃棄物の陸上廃棄処分が減ったことを受けたものである。工業プロセスにおける排出削減には特にN2Oなどの除去技術の導入が役立っている。EU25カ国では、温室効果ガスの排出はほとんどすべてのセクターで減少している。
　2008年から京都議定書の第1約束期間が始まったことにより日本も削減に努めなければいけなくなる。その際に国内排出量取引制度や環境税など企業経営に大きな影響を及ぼす可能性のある抜本的な削減策の導入も議論されたが、産業界の反対もあり見送られていた。だが北海道洞爺湖で開催された主要国首脳会議で世界的潮流となりつつある排出量取引について本格的に検討する必要があるとの認識から、国内排出量取引制度に関する政府の検討会が立ち上がったのだ。そこで国内排出量取引制度の試行的実施が行われた。またこれには技術とモノ作りが中心の日本産業に見合った制度のあり方を考え、国際的なルール作りの場でのリーダーシップ発揮につなげるという考えもあるといえる。
3-2日本国内排出量取引制度の試行
　排出量取引の国内統合市場の試行的実施はCO2の排出削減にはCO2に取引価格を付け、市場メカニズムを活用し技術開発や削減努力を誘導する方法を活用する必要があるとの観点に立って低炭素社会づくり行動計画において開始されたものである。
　目標の設定については日本経済団体連合会(経団連)の自主行動計画に参加している企業は当該企業の直近の実績以上か、所属する業種の自主行動計画の目標または実績のいずれか高い水準以上となっている。所属する業種が自主行動計画を策定していない企業も直近の3ヵ年実績に比べて1％以上削減する水準などが目安とされる。自社の削減対策だけで目標を削減できない企業は、排出枠の不足分を取引で入手することができる一方、目標以上の削減を達成し、排出枠の余剰分が生じた企業は他社に売却できるのだ。政府が年度ごとに目標達成を確認するものの、達成できなかった場合の罰則などは設けられていない。
　削減目標を設定していた75企業･団体で排出実績を確認。自身で目標を達成できたのは45で、30が未達成だった。目標を達成できなかった企業のうち、削減目標を達成できた企業から排出枠を購入したのは1社。10社が海外から購入し、残りは自社が将来削減する分を借り入れる制度を使って達成した。
　試行制度は削減への強制力が小さいことや十分な取引が行われない結果に終わることが懸念される。だが、試行ではあっても排出枠が取引できるようになったことにより企業の排出削減努力が報われるようになったことは評価できるといえる。特に中小企業や事務所などでこれまで技術・資金不足で手付かずだった削減ポテンシャルが掘り起こされ、排出削減対策の基礎が広がる効果への期待が大きい。
　まとめ
　排出権の制度は今や環境問題と経済市場の結びつきをより大きなものにしている。なかでも取引高・金額ともに圧倒的なシェアを持つEUは国際的な主導権を握っているといえるだろう。EU-ETSには欧州のEU加盟国のノルウェーやアイスランドなど3カ国がすでに参加を決めており、米国のカリフォルニア州などが9つの州とカナダの2つの州がEUとの間で国際炭素取引協定を結んで、取引市場の整備に乗り出している。今後排出権取引市場の拡大をにらんで、グローバルな連携が活発化することは確実なのだ。
　日本では排出権取引制度の導入をめぐって賛否両論があるが日本は洞爺湖サミットの議長国として積極的な役割を果たす義務があるため、ここにきて変化の兆しも見られた。日本国内排出量取引の試行は参加する企業が自主行動計画の目標を確実にクリアする程度の効果にとどまりより強力な排出削減対策にはならなかったが、排出量の算定方法や排出削減量の認証、排出枠を管理する口座への登録など一連の手続きを学ぶ機会を得ることができたので、大きな一歩になったと考えられる。
　排出量取引は、入れたらすぐに効果を発揮するかどうかは分からないところがある。徐々に制度を変えていかないといけなく、試行的にやっている間にすぐ効果が発生するなどということはないと考える。多くの国や企業が排出量取引制度に入り、みんなで低炭素社会に向けて走り出さないと効果はないだろう。日本には、省エネ技術や再生可能技術がある。それを実際にどうやって世界の中でコストというよりビジネスチャンスとして考えていくかが必要になると考える。
　京都議定書において日本は温室効果ガスの排出量を1990年基準から6%削減するという目標を課せられており、現在の排出量は1990年当時よりも増加しているのは事実である。産業界は様々な取り組みにより少しずつ効果を出してきているが運輸部門と民生部門の排出量が著しく増加しているのだ。ビジネスとしての運輸業においてはすでに削減努力が進んでいるがオフィスビルなどの業務部門、そして家庭における努力がまだまだ不十分といえる。特に家庭における省エネ努力の推進なしには議定書の目標達成は困難とされるだろう。一人ひとりの考えを改め、さらに意識を高めることが今後更なる環境問題改善と市場経済の発達に繋がると考える。
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